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労組周辺動向 No. 140 

Labour Update 

2022 - 05 - 27 

1. 法・政策 

(1) 「勤労者皆保険」実現へ検討 全世代型社会保障 

政府の「全世代型社会保障構築会議」は議論の中間整理をまとめ、政府は同構築本部でこれを決定

した。厚生年金や健康保険の加入を拡大する「勤労者皆保険」の実現が柱。かかりつけ医の機能強

化に向けた制度の整備も盛り込んだ。６月に策定する経済財政運営の指針「骨太方針」に反映させ

る。 

 

勤労者皆保険に関しては厚生年金の適用拡大を着実に進めることを求め、企業規模要件の撤廃を含

めた見直しや、非適用業種の見直しを検討すべきだとした。 

 

このほか、男性の育児休業の推進や非正規雇用労働者の育休取得に向けた環境整備も盛り込んだ。 

 

国民の負担増を伴う財源確保策は明記されず、夏の参院選後に先送りした。 

 

「全世代型社会保障構築会議 議論の中間整理」 2022年5月17日 内閣官房 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/zensedai_hosyo/dai5/siryou1.pdf 

 

「全世代型社会保障構築会議 議論の中間整理」概要 2022年5月17日 内閣官房 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/zensedai_hosyo/dai5/siryou2.pdf 

 

(2) 男女賃金差の開示を企業に義務化 政府、7月に施行へ 

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/zensedai_hosyo/dai5/siryou1.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/zensedai_hosyo/dai5/siryou2.pdf
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政府は「新しい資本主義実現会議」を開き、男女の賃金の差を公表するよう企業に義務付ける方針

を決めた。 

 

対象となるのは301人以上が働く企業およそ1万8000社で、非上場企業も含まれる。 

男性の賃金に対する女性の賃金の比率をホームページなどで開示する必要がある。 

 

日本では管理職になる人の数や勤務年数の短さなどから、同じフルタイムでも女性の賃金が男性の

およそ7割にとどまるなど、男女の賃金格差が課題になっている。 

 

政府は女性活躍推進法に関する省令を改正し、今年7月に施行する方針。 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) 教員が過労死ライン超えて残業か 埼玉の私立高、労基署が是正勧告 

埼玉県の私立聖望学園高が非正規雇用の教員だった20代男性に違法な残業をさせ、残業代も未払い

だったとして、学校側が所沢労働基準監督署から是正勧告を受けていたことが13日、分かった。労

働組合「私学教員ユニオン」が明らかにした。労組によると、残業時間は過労死ラインを超えてい

たという。 

 

是正勧告は3月に出された。男性は長い時で月約80時間の残業をしていたが、残業代相当分の手当

は「教職調整額」などの名目で、月2万円程度しか支払われなかった。男性は3月に雇い止めされた

後も労組を通じて団体交渉し、学校側から100万円超の残業代を追加で支払うとの申し出があった

という。 

 

(2) 無給医に給与が支払われたか 確認を 国に再調査要望 

大学病院などで診療にあたっていながら給与が支払われないいわゆる「無給医」をめぐり、国が3

年前に行った調査で問題が明らかになって以降も給与を支払っていない病院があるとして、労働組

合が国に再調査を要望した。 

 

3年前に国が初めて実態調査を行った結果2018年9月の時点で全国59の大学病院に合わせて2800人

余りの無給医がいたことが確認され、病院側は国に対して未払いの給与を支給すると回答してい

た。 

 

しかし、勤務医でつくる労働組合「全国医師ユニオン」によると、「今も給与の全額か一部が支払

われていない」という声のほか、「無給医がいないとされた大学病院でも給与が支払われていない

医師がいる」という証言が複数寄せられているという。 

 

組合は5月19日、文部科学省に対し、以前、無給医がいた病院で給与が支払われたかを確認したう

えで、無給医がいないとされる大学病院についても改めて調査を行うよう要望した。 

 

(3) 契約先でセクハラ、賠償命令―フリー女性に安全配慮義務 

東京のエステサロン運営会社と記事執筆の業務委託契約を結んだフリーライターの女性が、代表取

締役の男性から性的被害やパワーハラスメントを受けたとして、男性と運営会社に慰謝料など計約

580万円を求めた訴訟の判決で、東京地裁は被害を認め、未払い報酬代を含め計約188万円を支払

うよう命じた。 
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雇用契約関係にない女性に対し、会社が安全配慮義務を負うのかどうかが焦点だった。 

 

(4) フリーランスユニオンが設立「無権利状態の改善が必要」「国に政策提言したい」 

フリーランスとして働く人たちの法的保護の拡充を目指して、フリーランスユニオンが5月26日に

結成され、記者会見を開いた。フリーランス同士の交流の場としてネットワークを拡大し、政策提

言などにつなげる。 

 

フリーランスとして働く人たちについては、雇用労働者には存在する労働法の保護がないことに加

えて、実態は労働基準法上の労働者であるにもかかわらず、個人事業主として扱われる「名ばかり

事業主」問題が生じていることから、フリーランスユニオンは「無権利状態の改善が必要だ」と主

張している。 

 

また、団体交渉ができる労働組合法上の労働者については、労働基準法よりも広く認められるた

め、フリーランスでも組合は作れるが、企業側から労働者性を否定され、団体交渉を拒否される

ケースがあることも問題視している。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) 米サッカー連盟、男女同一賃金で「歴史的」合意 賞金も平等分配 

米国サッカー連盟（USSF）は18日、同国代表チームが男女ともに同額の賃金や賞金などを受け取

ることを定めた労働協約で合意したと発表した。女子選手は長年にわたり報酬格差の是正を求めて

おり、今回の合意は「歴史的」とたたえられている。 

 

W杯（World Cup）で国際サッカー連盟（FIFA）から支払われる賞金には男女チーム間で格差があ

るが、米代表の賞金は回収された上で分配される。W杯の賞金を均等に分配する決定をした連盟は

世界初。 

 

 さらに、W杯を含むすべての大会で男女チームに同額の報酬を支払い、商業収益を均等に分配す

る仕組みも導入。W杯以外の賞金は、両チームが同じ大会に出場した場合、総額が平等に支払われ

る。 

 

女子代表チームは2月、米連盟との訴訟で和解に達し、2400万ドル（約31億円）の和解金に加え、

男女同一賃金を定めた新たな労働協約を締結するとの約束を勝ち取っていた。 

 

(2) 4月 消費者物価指数 前年同月を2.1％上回る 2％上昇は13年ぶり 

家庭で消費するモノやサービスの値動きをみる先月、4月の消費者物価指数は、天候による変動が

大きい生鮮食品を除いた指数が去年の同じ月を2.1％上回った。政府・日銀が目標としてきた2％を

超えたのは消費税率引き上げの影響を除けば13年7か月ぶり。 

 

主な要因は原油価格の高騰で、去年の同じ月と比べて 

▽都市ガス代が23.7％、 

▽電気代は21％、 

▽ガソリンは15.7％、それぞれ上昇していて、「エネルギー」全体で19.1％の大幅な上昇となっ

た。 

 

また、円安の影響で輸入原材料を多く使うハンバーガーや食用油などが値上がりし、「生鮮食品を
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除く食料」は2.6％の上昇となった。 

 

こうしたエネルギーや食料の値上がりに加え、これまで指数全体を押し下げてきた携帯料金の値下

げの影響がほぼ一巡したことで、2％を超える形となりました。 

 

「2020年基準 消費者物価指数 全国 2022年（令和4年）4月分」 2022年5月20日 総理府

統計局 

https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/index-z.html 

 

(3) 研究者雇い止め、懸念の声 今年度末、１６７２人が契約期限 有期上限「１０年ルール」影

響 

今年度末、国立大学などで大量の研究者の雇い止めが起きる可能性がある――。研究者の労働環境

をめぐってそんな指摘が出ている。研究者は、有期雇用の期間が通算１０年超になると無期雇用に

転換できる「１０年ルール」の対象だが、国立大への国からの補助金が抑制されるなか、大学側が

人件費を抑えるため雇い止めにすることが懸念されている。 

 

この時期を前に、各大学が無期転換を避けるために大量の雇い止めをするのではないか、との指摘

が大学の労組などから出ている。 

 

文部科学省が全国立大（８６校）と大学共同利用機関（４法人）を対象に調査したところ、２０２

３年３月末に有期雇用の期間が通算１０年になるのは３０９９人。うち１６７２人は契約期間の上

限が１０年以内と明示されているといい、大学別では東京大の３４６人が最も多く、東北大２３６

人、名古屋大２０６人、大阪大１２６人と続いた。 

 

文科省によると、同省所管の五つの研究所でも計６５７人が２３年３月末に、有期雇用の期間が通

算１０年となる。契約期間の上限が１０年以内とされているのは３１７人で、理化学研究所の２９

６人が最多だった。 

 

２３０人超が雇い止めになる可能性がある東北大。年齢構成は明らかではないが、若手の研究者、

技術者が多いとみられる。 

同大は、雇用上限を５年以内にした事務職員ら約３００人を１８年春に一斉に雇い止めにしてい

る。 

 

理化学研究所で雇い止めの恐れのある男性研究者は「日本の研究力に大きなダメージを与えること

になる」と危機感を募らせる。 

 

無期への切り替えを進める組織もある。産業技術総合研究所では、研究に携わる４２２人が今年度

末で通算１０年となる。人事担当者は、希望があれば雇用を継続する方針としている。 

 

(4) 「収入がコロナ前の水準に戻らず」26％余 

企業で働く人などに収入を聞いたところ、新型コロナの感染拡大前と比べて減少し、元の水準に

戻っていないと回答したのは26％余りに上ることが、独立行政法人の調査でわかった。 

 

それによりますと、2019年から去年までの年収の推移を聞いたところ、 

▽「ほとんど変わらない」が56.1％ 

▽「上昇した」が9.9％だった。 

https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/index-z.html
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一方で、 

▽「収入が低下傾向」が11.3％ 

▽「2019年からおととしにかけて低下し、その後は横ばい」が8.3％など、 

感染拡大前の水準に戻っていないと回答したのは26.1％に上った。 

 

収入が減少したと回答した割合を就業形態別でみると、 

▽「フリーランス」が43.5％ 

▽「非正規雇用」が24.1％ 

▽「正社員」が23.6％ 

と、なった。 

 

また、「収入が低下傾向」と回答した割合を年収別でみると、 

▽「300万円未満」は13.4％ 

▽「700万円以上」は8.9％となり、 

年収が低くなるほど増える傾向がみられた。 

 

「新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生活への影響に関する調査 」 2022年5月18日 独立行

政法人 労働政策研究・研修機構 

https://www.jil.go.jp/press/documents/20220518a.pdf 

 

(5) 性的少数者カップルに公的証明書 栃木県、9月にも導入 

性的少数者カップルに公的証明書を発行する「パートナーシップ宣誓制度」について、栃木県の福

田富一知事は24日の記者会見で、9月に導入する考えを表明した。「性的マイノリティーの方々の

生きづらさを解消するため、9月導入に向け準備を進めている」と述べ、県内自治体との調整を進

める考えを示した。 

 

制度は、LGBTなどの性的少数者のカップルを公認するもの。知事はこの日の会見で可能になる

サービスとして、パートナー同士の公営住宅への入居、病院での面会、カップルを対象に県が発行

する「結婚応援カード」の利用をあげた。 

https://www.jil.go.jp/press/documents/20220518a.pdf

